
資料１

１　育児休業の取得等を理由とした解雇等不利益取扱い
（件）

16年度 １７年度 18年度 19年度 20年度
21年度上半期

（4～9月）

労働者からの相談 521 612 722 882 1,262 848

是正指導　　 32 37 29 35 53 26

是正　　　　　※１ 33 36 27 34 53 23

(参考)

育児休業給付 111,928 118,339 131,542 149,054 166,661
初回受給者数

　 （件）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
21年度上半期

（4～9月）

女性労働者からの
相談

875 903 1,166 1,711 2,030 1,081

是正指導 10 12 10 26 26 9

是正　　　　　※１ 12 10 12 21 27 4

都道府県労働局長
による紛争解決援
助の申立

125 131 146 208 257 142

機会均等調停会議
による調停の申請

2 1 5 4 13 6

　　　　

２　妊娠・出産等を理由とした解雇等不利益取扱い(※２）

労働者からの相談及び指導等の状況

　※１　平成16年度～平成20年度は当該年度以前に是正指導を開始した事案に係る是正件数
       を含み、平成21年度は同年度に指導した事案のみを計上

　※２　平成16年度～18年度は、旧均等法第８条（定年・退職・解雇）に係る事案、平成１９年度
　     以降は現均等法第９条第３項(妊娠・出産等を理由とした不利益取扱い）に係る事案


